


































































































































































　・ソニーが先鞭をつけた経営機構の改革：ソニーは、1997 年 6 月、デジタ
　　ル技術の急速な発展に伴うエレクトロニクス産業の構造変革に対応するた
　　めに、組織改革の一環として、取締役会改革と執行役員制導入を断行し
　　た。その結果、取締役の人数は、38 人から 10 人（うち 3 人は社外取締役）











































　2003 年 4 月に施行された改正商法により、委員会等設置会社が導入された。















がることになった。そして、2006 年 5 月には、会社法が施行され、会社機関
の設計が多様化されたが、2006 年 11 月現在、４）型の委員会等設置会社（現


























　・2006 年 5 月、会社法の施行に伴い、大会社については、施行後最初に開
　　催される取締役会において、内部統制の基本方針を決定することが義務付
　　けられたこと
　・2005 年 1 月、東京証券取引所が、①上場会社の代表者に対し、会社情報
　　の適時開示に係る宣誓書、および有価証券報告書等の適正性に関する確認











































































































　　飫冨順久・出見世信之・平田光弘ほか（2006）、15 ～ 16 ページ、20 ～ 22 ペー
　　ジ。
















　　飫冨順久・出見世信之・平田光弘ほか（2006）、20 ～ 22 ページ。






















　　飫冨順久・出見世信之・平田光弘ほか（2006）、111 ～ 135 ページ。
　　　また、「社会に信頼される企業」の意味については、次を参照されたい。
　　平田光弘（2006a）、64 ～ 65 ページ。
21日本のコーポレート・ガバナンスを考える
　５）このことについては、次を参照されたい。




　　には、アドバイザリーボードを設置し、2003 年 6 月には、委員会等設置
　　会社へ移行した。2006 年 6 月現在、委員会設置会社方式を採るソニーの
　　経営体制は、取締役 14 人（うち社外取締役 10 人）、執行役 7 人（うち取
　　締役との兼任は 3 人）、指名委員会 5 人（うち社外委員 3 人）、報酬委員









　８）日本監査役協会の調べによれば、2006 年 11 月 22 日現在、委員会設置
　　会社への移行会社は、106 社（1 部上場 51 社、2 部上場 6 社、その他上




















　11）例えば、稲盛和夫は、『日経ビジネス』誌（2006 年 10 月 2 日号）の時













































　　　導入初年度のアメーバ数は 2 であったが、現在、その数は 3000 を超え
　　ている。京セラは、早い時期から付加価値の重要性に着目し、全員参加に
　　よるアメーバ経営を通じて、効率的で収益性の高い経営を実現した。









　　にするために、KDD、IDO と DDI との合併交渉に、誠意と熱意を傾け、
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